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環境マネジメントとリスク・コントロー ル
-IS014001を中心に一―
南方哲也
ーはじめに
環境問題に対する国際的な取組みは1972年のローマ・クラブI)の依頼に
基づいて作成された MITグループの報告『成長の限界』が契機となった。
デニス・メドウズ (D.L. Meadows) を主査とする MIT研究報告は，「世
界モデル」を作成して均衡の取れた未来社会実現のための提案を行なって
いる 2)。メドウズらは，惟界モデルを構成するファクターとして工業化（資
本），人口，食糧生産，汚染（環境の悪化），およぴ天然資源の消費を取り
上げ，これらのファクターはいずれも幾何級数的に増大する傾向をもつこ
とを示し，各ファクターの成長における相互関係に注目し，現在の指数関
数的成長がこのまま持続すると「人類と地球の破滅」がやがて到来すると
の認識から，各ファクターの成長パターンをどこかで切断する必要がある
と主張し，具体的に，資本（工業化）と人口の成長の低減またはゼロ成長
1) ローマ・クラプは，イタリアのオリベッティ社の副社長ペッチェイ (A.Peccei) 
を主宰者とする国際的な団体であり，世界25カ国の科学者，経済学者，プランナー，
教育者，経営者などをメンパーとして，世界的規模で経済成長と環境・資源問題を
研究し，討議し，解決のための提言を行うことをめざしている。
2) D. L. Meadows & others, The Limits to Growth-A Rゅortfor The Club of 
Rome's Project on the Predicament of Mankind, 1972. 
D.L. メドウズ他著，大米多佐武郎監訳『成長の限界』ダイヤモンド社， 1972年。
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を提案し，モデルによっての帰結を明示し，かくして描かれる未来社会を
安定的均衡状態にあるものとして提示している見
1972年，国連人間開発会議で「人間環境宣言」が採択され，同年，国連
環境計画 (UNEP)が発足した。 1975年には，ウィーン条約が締結され，
オゾン層保護のための国際的な枠組みが作られた。 1987年には，環境と開
発に関する世界委員会で「持続可能な開発」が提唱され，ウィーン条約に
基づくモントリオール議定書が採択された。これはオゾン層を破壊する物
質の規制に関する議定書であった。
企業経営において環境リスクが認識されはじめたのは，上記のローマ・
クラブの報告書が発表されてからである。それまでの企業経営における最
大の関心事は経済成長であり，地球環境は無限に企業の成長を支えてくれ
るものと考えられてきた。しかし，ローマ・クラプの報告書において「成
長の限界」が示され，そのことがやがて，人類の生存すら脅かしかねない
現実の問題として認識されはじめると，企業経営においてもにわかに環境
リスクにどうとりくむかというテーマがクローズ・アップされるようにな
った。なぜならば，人類の生存なくしては，企業経営もあり得ないからで
ある。
環境問題は実に多岐にわたる。大気汚染や，水質汚濁，土壌汚染などに
加えて，地球温暖化の問題やオゾン層の破壊問題，環境ホルモン（内分泌
攪乱物質）の問題など幾多の深刻な環境汚染が進行し，このまま推移する
と，地球上に人類等の生命体が生存できなくなるというリスクが現実化し
ようとしている。企業がこのような種々の問題の 1つlつに対処策を策定
することは非常に困難である。というより，不可能に近いといった方がよ
いかも知れない。なぜならば，環境問題においては，そのリスクが現実化
した場合にも，企業に直接損害がおよぶわけではなく，社会全体に影響が
およぴ，その原因を発した企業や個人を特定することができない。したが
3)鈴木幸毅著，『環境問題と企業責任 企業社会における管理と運動』中央経済社，
1997年， 25頁。
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って，企業としては，環境問題に関する対策の焦点を絞ることが難しい。
また，賠償問題のように，特定の企業が名指しで補償を迫られるというこ
ともないので， リスク・ファイナンシングの手段を講じておくこともでき
ないからである。
以前の公害問題はエンド・オプ・パイプ型で，加害企業を特定すること
ができたが，地球環境問題においては，地球上の全企業活動の上に消費生
活が総合して，環境リスクを現実化するのである。この脅威は人間的環境
変化の脅威であって，ポリティカル・リスクマネジメントの範疇に属す
る4)。このような状況のもとで，個々の企業が， 1つ1つの環境リスクのテ
ーマについて，対策を採ることは困難である。すなわち，個々のリスクを
確認し，測定し，危険処理手段を選択するというこれまでのリスクマネジ
メントにおける危険処理計画を立案することが不可能に近い。しかも，危
険処理手段の選択段階において， リスク・ファイナンシングという有力な
手段を講じることができないとなると，環境リスクマネジメントにおいて
は，必然的に別の手法を考え出さなければならない。このような必然性を
背景として，登場した環境マネジメントの手法が， リスク・コントロール
を中心とした1S014001における管理手法である。
環境マネジメント・システムの基本概念と
規格の内容およぴ実施の効果
(1)環境マネジメント・システムの基本概念
環境マネジメント・システムとは，「環境に関する経営方針を組織的，計
画的に実行していく」マネジメント・システムで，従来の公害対策とは根
本的に異なる。また，国際規格に基づく世界共通のマネジメント・システ
ムを導入する点においてこれまでの日本的経営に依存するリスクマネジメ
ント手法とも異なる。
4)鈴木幸毅著，前掲書， 210頁。
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1S014001規格による環境マネジメント・システムの最大の特徴は，経営
者が定めた環境方針 (Policy)を実行，推進するためのプラン (Plan), ド
ウ (Do),チェック (Check),アクション (Action)のPOCAサイクル
によるシステムの継続的改善を図ることにある。リスクマネジメント・サ
イクルにおいても同様の PDCサイクルが採用されるが，両者の相違点は
リスクマネジメント・サイクルにおいては，計画段階における危険処理手
段の選択において， リスク・ファイナンシングという有力な手段があるが，
環境マネジメント・システムにおいては，前述のように， リスク・コント
ロール手段のみが選択可能で， リスク・ファイナンシング手段が利用でき
ないことである。
1S014000シリーズは，環境マネジメント・システム，環境監査，ェコラ
ベル，環境パーフォーマンス評価，ライフサイクルアセスメントの5つの
規格から構成されており，その中核をなすのが環境マネジメント・システ
ム (1S014001)である。これによると，環境マネジメント・システムの認
証を決定した企業や自治体は，まず，内部的にはみずからの環境に対する
考え方や方針を明確にし，自発的に環境負荷を削減できるような組織をつ
くらなければならない。そして， POCAのサイクルを通じて，継続的な改
善ができる仕組みを構築し，外部の第3者機関の監査を受けて認証を得る
ことになる。重要な点は自主性，情報公開，継続的な改善の 3点である。
1S014001は1996年9月に発行 (JISQl4001は10月発行）以来，幅広い業種
において取得が進んでいる。日本では， 1999年12月末現在，製造業を中心
に3,015件を突破しており列国別取得事業所数では世界一となっている。
(2)環境マネジメント・システム (15014001)の規格
この規格においては，企業は品質システム規格(1S09000シリーズ）と同
様，マネジメント・システムの構築が求められている。 1S014001の定義に
5)闘日本規格協会 (http://www.rtri.or.jp/rd/isol400l/iso/syutoku.html)調べ。
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よれば，「全体的なマネジメント・システムの一部で，環境方針を作成し，
実施し，達成し，見直し，かつ維持するための，組織の体制，計画活動，
責任，慣行，手順，プロセスを含むもの」となっている。
1S09000シリーズが品質システムに関する規格であるのに対し，
1S014000シリーズは各組織が環境管理をどのように行うべきかを定めた
ものである。また，品質システムでは顧客のみがその対象となるが，環境
マネジメント・システムでは，広汎な利害関係者を考慮しなければならな
し、
1゜S014001は序文の中で「多くの組織は，自らの環境パーフォーマンスを
評価するために，環境上の見直しまたは監査を行ったとしても，組織のパ
ーフォーマンスが法律上および組織の方針上の要求事項を満たし，かつ将
来も満たし続けることを保証するには十分でないかも知れない。これを効
果的なものとするためには，体系化された管理システムの中で実施され，
かつ，全体の経営活動と統合されるものにする必要がある」と述べられて
いる。 1S014000シリーズはまた，その序文にも述べられているように，
1S09000シリーズと共通の管理システムの原則を持っており，その管理シ
ステムを環境マネジメント・システムの基礎として利用することが可能で
ある。すなわち， 1S09000の管理システムは，方針を立て，現在の状態を確
認して，①目標を設定し，計画を立て，②実施し，③チェックをし，そし
て，④レピユーを行い，その結果を計画ステージにフィード・バックする
プロセスをいう。環境マネジメント・システムも，品質管理のプロセスと
同様に， Plan(計画）ーDo(実施）ーCheck(チェック）ーAction(見直
し）に基づいており，このサイクルのもとで継続的な改善を行う体制を作
って行くことが基本となっている6)0 
この環境マネジメント・システムは企業活動における環境負荷のもたら
す影響を考慮したマネジメント・システムであり，企業における経営シス
6) 大石直暢•五十畑進著『1S014001 と品質・管理統合マニュアル』工業調査会， 1996
年， 19頁。
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テムの 1つである。この環境マネジメント・システムを新しい経営管理手
法と考え，環境に関わる企業リスクの予防対応として，企業の経営戦略に
取り入れることが必要となる。公害防止基準に対応するといった受身の姿
勢ではなく，廃棄物の削減，エネルギーの省力化， リサイクル，環境調和
型製品の製造など，企業の環境に関わる社会的責任に取り組む姿勢が必要
である。
なお，労働安全管理についても同様な管理システムの規格の発行が企画
されている”。したがって，上記の管理システムは，品質管理，環境管理，労
働安全管理等のシステムを運用するための共通の基盤となることだろう。
(3)環境マネジメント・システム実施の効果
環境マネジメント・システムを企業の中に構築することは，新たに環境
対策費用を発生させることになるが，これを実施することにより企業経営
に，より大きな利点をもたらすことになると思われる。それらの利点とし
ては，環境リスクの防止， トップ・マネジメントの参画，全員参加の体制，
法規制への対応，より綿密な監視と監査などに関する利点が考えられる。
例えば，環境リスクの防止においては，組織が適用を受ける法律や条例，
協定などを把握するとともに，事業活動に関連する環境影響を評価し，著
しい環境側面を管理することにより，法違反等に伴う刑事上の責任や環境
事故等による損害賠償責任などの環境リスクを回避し，環境に与える影響
を軽減することができる。米国におけるアスベスト公害や，スーパーファ
ンド法の制定よる損害賠償の事例を見れば，環境マネジメント・システム
の構築により，これらのリスクに対処するリスクマネジメント計画を策定
し，実施することはまことに意義が大きい。
本稿では，従来のリスクマネジメント手法と比較しながら，紙数の制約
7) ISOは国際労働機関 (ILO)と協力して，労働管理安全システムに関する ISO規
格を16000シリーズとして制定する準備をすすめている。英国規格においてもすでに
BSSSOOとして作業がすすめられている。
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もあるので，上記の利点の中で， トップ・マネジメントの参画，全員参加
の体制，法規制への対応，環境マネジメント監査について述べる。
トップ・マネジメントの参画
リスクマネジメントにおいて， しばしば論議される問題点は，組織がリ
スクマネジメント手続きを行うに際して，いかにしてトップ・マネジメン
トをこれに参画させるかという点である。欧米の企業においても， リスク
マネジメント手順はリスク・マネジャーが中心となって遂行されるのが一
般で， トップ・マネジメントが直接関与するケースは少ないところに問題
が所在する。
環境マネジメント・システムにおいては，これを運用し，継続的改善を
図る推進力は，経営層であり， トップ・ダウンで実行されることが必要で
ある。企業の経営資源（ヒト，モノ，カネ）を有効に配分できる権限を有
する経営層が直接関与する必要がある。このことは，従来の日本的経営に
おける稟議制度を中心とした集団的意思決定方式とは異なる。経営者は環
境問題に対する取組みの理念と方向をみずから決定した上，内外に向けた
約束事としてこれを公表し，その実現につとめなければならない。経営者
が取り組むべき方針と計画およぴ目的と目標は次に示す通りである。
(1)環境方針 (4.2) B) 
最高経営層は，組織の環境方針を定め，その方針につき，次の事項を確
実にしなければならない。
① 組織の活動，製品またはサービスの性質，規模が環境影響に対して適
切であること。
② 継続的改善およぴ汚染の予防に関する約束。
③ 関連する環境法規制などを遵守すること。
8)この数字は， IS014001,First edition 1996-09-01, Environmental management 
system-Specification with guidance for use, における条項を指す。以下同じ。
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④ 環境目的および目標を設定し，見直しの枠組みをつくること。
⑤ 文書化し，実行し，維持し，かつ，全従業員に周知すること。
⑥ 一般にディスクロージャーされること。
(2)計画 (4.3) 
組織が策定する計画は，環境側面 (4.3.1),法的およぴその他の要求事
項(4.3.2),目的およぴ目標(4.3.3),環境マネジメント・プログラム(4.3.4)
から構成される。
① 環境側面 (4.3.1)
組織は，組織の活動，製品またはサービスの環境側面を特定する手順を
確立し，維持しなければならない。そして，これらの環境側面には， i大
気系への放出， i水系への放出， ii廃棄物管理， iv土地の汚染， v原材料
およぴ天然資源の使用， viその他，地方の環境問題およぴ地域問題等が含
まれることが望ましいとされる。
このプロセスは，当然予知できる事態または緊急事態にともなって，現
実に起こり得る著しい影響とともに，通常の操業状況，操業の停止および
立ち上げの状況も考慮することが望ましい。これはまさに， リスク・マネ
ジメントにおける特定リスクの現実化を想定した場合に採用されるコンテ
ィンジェンシー・プラン（緊急事態計画）そのものである。
② 法的およぴその他の要求事項 (4.3.2)
組織は，組織の活動，製品またはサービスの環境側面に適用可能な，法
的要求事項および組織が同意するその他の要求事項を特定し，参照できる
ような手順を確立し，維持しなければならない。このことは，まさに，組
織のリーガル・リスクマネジメントを指しており，これらの要求事項に関
して，それぞれの対策を講じることは，法的リスクの処理計画を策定する
ことにほかならない。要は，組織がいかなる法的要求事項を特定するかで
リーガル・リスクマネジメント計画が満足できるものかどうかを左右する
9)本論文22頁［五法規制への対応（リーガル・リスクマネジメント）］を参照。
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と考えられる9¥
③ 目的および目標 (4.3.3)
組織は，組織内に関連する各部門および階層で，文書化された環境目的
および目標を設定し，維持しなければならない。目的および目標には，汚
染の予防に関する約束を含め，環境方針と整合させなければならない。
組織はまた，その目的を設定し，見直しをするときに，法的およびその
他の要求事項，著しい環境側面，技術上の選択肢，財政上，運用上，およ
び事業上の要求事項，ならぴに利害関係者の見解に配慮しなければならな
い。
④ 環境マネジメント・プログラム (4.3. 4) 
組織は，その目的および目標を達成するためのプログラムを策定し，維
持しなければならない。プログラムは次の項目を含まなければならない。
a 目的および目標を達成するための責任の明示，
b 目的および目標達成のための手段および日程。
四全員参加の体制
リスクマネジメントにおいては，その実行は，企業の全員参加が好まし
ぃ10)。しかし，欧米の企業におけるリスクマネジメントはリスク・マネジャ
ーが主としてこれを担当し， リスク・マネジャーを中心に実行されるのが
一般で，全員参加の体制がとられることはほとんどない。日本的経営にお
いては，従業員の経営参加意識が強く， リスクマネジメントに関する教育
や訓練を施すことによって，全員にリスクマネジメント・コンセプトをも
たせることに成功すれば，全員参加の体制をつくりあげることができる。
例えば，地震リスクとか製造物責任リスクのような特定の危険に対して，
全従業員が危機管理体制を敷くことは不可能ではない。ただ，企業経営に
10) Neil Crockford, An Introduction to Risk Management, 1986, pp.103. 拙訳，
「リスクマネジメント概論』 1999年，晃洋書房， 145頁。
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まつわるリスクが多種多様で，それらのすべてのリスクに対して，対応で
きるように従業員教育を徹底することは非常に難しい。
環境マネジメントにおいては，全員参加は必要条件であり， リスクマネ
ジメントにおけるよりも，遥かに強く要請される。 トップ・マネジメント
の主導のもとに，全従業員が環境マネジメントに取り組まなければならな
い。環境担当部署がもっぱら担当していた場合と比較して，企業全体のパ
ーフォーマンスが向上する。このことは， リスクマネジメントがリスクマ
ネジャーの担当により行われる場合と比較しても違った結果が期待でき
る。
経営層は，環境マネジメント・システムの実施およぴ管理に不可欠な資
源を用意しなければならない。その資源には人的資源および専門的な技能，
技術ならびに資金が含まれる。環境マネジメント・システムの要求事項の
実施および運用 (4. 4)においては，経営層は効果的な環境マネジメン
トを実施するために，役割，責任およぴ権限を定め，文書化し，かつ伝達
しなければならないと規定されている。これらの各項目について述べると
次の通りである 11)0
(1)体制およぴ責任 (4.4.1)
効果的な環境マネジメントを実施するためには，役割，責任および権限
を定め，文書化し，かつ伝達しなければならない。経営層は，環境マネジ
メント・システムの実施および管理に不可欠な資源を用意しなければなら
ない。資源には，人的資源および専門的な技能，技術ならびに資金を含む。
組織の最高経営層は，特定の管理責任者（複数も可）を指名しなければ
ならない。
① 訓練，自覚，および能力 (4.4.2)………組織は訓練のニーズを明確
にしなければならない。組織は環境に著しい影響を生じる可能性のあ
11) 吉沢正•福島哲郎編著『企業における環境マネジメント』日科技連， 1997年， 23
-24頁。
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る作業を行うすべての要員が，適切な訓練を受けていることを要求し
なければならない。
② コミュニケーション (4.4.3)………組織は，環境側面およぴ環境マ
ネジメント・システムに関して次の手順を確立し，維持しなければな
らない。
a 組織の種々の階層およぴ部門間での内部コミュニケーション。
b 外部の利害関係者からの関連するコミュニケーションについて受
け付け，文書化し，これに対応すること。
③ 環境マネジメント・システム文書 (4.4.4)………組織は，紙面また
は電子形式で，次に示すように情報を確立し，維持しなければならな
し‘
a゜ マネジメント・システムの核となる要索およぴそれらの相互作用
を記述する。
b 関連する文書の所在を示す。
④ 文書管理 (4.4.5)………組織は，次のことを確実にするために，こ
の規格が要求するすべての文書を管理する手順を確立し，維持しなけ
ればならない。
a 文書の所在がわかること
b 文書が定期的にレビューされ，必要に応じて改定され，かつ，所
定の責任者によって妥当性が承認されること。
c 環境マネジメント・システムが効果的に機能するために不可欠な
業務が行われているすべての場所で，関連文書の最新版が利用でき
ること。
d 廃止文書は，すべての発行部署およぴ使用部署から速やかに撤去
されること。そうでなければ，意図されない使用がないように保証
すること。
e 法律上および／またば情報保存の目的で保管されるあらゆる廃止
文書は，適切に識別されること。
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⑤ 運用管理 (4.4.6)………組織は，その方針，目的および目標に沿っ
て特定された著しい環境側面に関連する運用および活動を特定しなけ
ればならない。組織は，メンテナンスを含むこれらの活動を，次に示
すことにより，特定の状況の下で，確実に実行されるように計画しな
ければならない。
⑥ 緊急事態への準備および対応 (4.4.7)………組織は，事故および緊
急事態について，可能性を特定し対応するための，ならびにそれらに
伴うかもしれない環境影響を予防して緩和するための手順を確立し，
維持しなければならない。組織は，必要に応じて，特に事故または緊
急事態の発生後には，緊急事態への準備およぴ対応の手順をレビュー
し，改訂しなければならない。組織はまた実行可能な場合には，その
ような手順を定期的にテストしなければならない。
五法規制への対応（リーガル・リスクマネジメント）
1S014001においては，「遵法」と「環境汚染の予防」が強く求められてい
るが，「遵法」とは，法律にしたがって適正な管理がなされることを意味す
る。環境関連法令は改正されることが多く，また，「条例」レベルで地域独
自の「上乗せ」「横だし」規制がなされることも少なくない。したがって，
環境関連法令に関する新しい情報を絶えず入手することが肝要である。ま
た，「環境汚染の予防」に対応するためには，排水の水質や排ガスの成分組
成などについて，法律や条例より厳しい「自主基準」を設けて管理するこ
とが望ましい。最新の法律や条例の規制値を参考に自主基準を設け， 日常
の管理を行うことによって，環境汚染による緊急事態を未然に防止するこ
とが可能である。今後，環境に関する法規制がますます複雑化してくるこ
とが予想される。新しく法規制が制定されてから，対策を講じるのではな
く，事前にトータルとして環境マネジメントを構築しておくことによって，
競争企業との差別化を図ることができる。
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リスクマネジメントにおいても企業が法律違反による賠償責任リスクの
発生を防止することは，非常に重要な課題であり， リーガル・リスクマネ
ジメントとして，その対策が講じられる。環境マネジメント・システムに
おいても，「遵法」が強く求められており，企業や組織は，環境基本法やそ
の関連法令ならびにこれらの法令に基づく県や市等の自治体が制定する条
例等を熟知しておく必要がある。次に，わが国の環境関連法令に関し，そ
の生成発展と現状について簡単に述べる。
(1)環境法の発展
環境法は，産業発展，地域開発の結果として発生した公害や，自然破壊
の後始末政策としての公害法として生成した。公害被害者の強力な運動を
原動力として，民事救済法や行政取締法として出発し，その後，警察規正
法，統制法，積極的規正法，環境管理法へと発展した。 1992年以降は，地
球環境時代にはいり，環境政策と発展政策の統合が国際理念となり，「永続
可能な社会」をめざした統合的管理法に発展しようとしている。
(2)環境法の体系
環境法は，図 1に示された通り，条約・憲法を項点とし，基本法とそれ
に基づく管理・規制法（環境庁所管法），およぴ個別規制法（環境庁以外の
所管法），ならびに，自治体の環境条例などがある。
このほかに，これらの法律のもとに政令，省令（施行規則），自治体の長
の規制なども環境法令にはいる。
わが国においては，1960年代後半から公害による被害が顕著になり，1967
年に「公害対策基本法」が制定された。これと並行して，「工業用水法」 (1956
年），建築物用地下水の採取の規制に関する法律」 (1962年）などに加えて，
「大気汚染防止法」 (1968年），「水質汚濁防止法」 (1970年），「農用地の土
壌の汚染防止に関する法律」 (1970年），「悪臭防止法」 (1971年），「振動規
制法」 (1976年）などの公害関係法令が制定された。
一方，自然環境に関する法律として，これまでの「自然公園法」 (1957年）
を改める形で， 1972年に「自然環境保全法」が制定された。
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図1 環境法の体系
出所：山村恒年著『環境法入門』昭和堂， 1998年， 48頁。
その後， 1993年に「自然環境保全法」「公害対策基本法」「絶滅のおそれ
のある野生動物の種の保存に関する法律」（種の保存法）の趣旨を反映する
形で「環境基本法」が制定され，「公害対策基本法」は廃止された。
(3)環境関連法
環境関連法規は「環境基本法」をいわば憲法として，各種の法令が制定
されている。次に，「環境基本法」ならびに，各種の法令のうち主だったも
のについて述べる。
① 環境基本法
環境基本法は，人の健康や生活環境に実際の被害が生じる段階に至って
しまった「公害」という概念のほかに，「環境保全上の支障」という概念を
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新たに導入した。「環境保全上の支障」という場合は，被害にまでいたらな
くても，本来維持すべき自然環境の保全に支障を与える人の活動を問題と
する。環境保全上の支障の原因となるおそれのある人の活動による環境へ
の影響を「環境への負荷」と定義する。そして，「環境への負荷の少ない持
続的発展可能な社会の構築」をうたっている。
環境基本法の具体的な内容は，基本理念や責務，施策のプログラム規定
を中心としたものであるが，施策全体にわたる基本的な計画（環境基本計
画），年次報告書，審議会などの具体的な施策に関する規定も含まれる。
環境基本法の15条に定められている「環境基本計画」は，政府全体の環
境保全に関する施策の基本的な方向を示すものとして， 1994年12月に閣議
決定されたものである。この計画のなかでは， a 「環境への負荷の少ない
循環を基調とする経済社会システムの実現」 b「自然と人間との共生の確
保」 C 「公平な役割分担の下での全ての主体の参加の実現」 d「国際的な
取組みの推進」を長期的目標として掲げている。また，政府の施策だけで
なく，地方公共団体や，事業者，国民，民間団体の各々に期待する役割と
環境保全への取組みについても記されている。
② 廃棄物処理法
1970年12月に公布された「廃棄物の処理及び清掃に関する法律は，廃棄
物を適正に処理することで生活環境の保全を図ることと，生活環境を清潔
にすることで公衆衛生の向上を図ることを目的として制定され，廃棄物を
「産業廃棄物」と「一般廃棄物」に分けて規制している。この法律は， 1991
年10月と1997年6月に改正が行われ，「特別産業廃棄物」のみならず，すべ
ての産業廃棄物に「管理票（マニフェスト）」が義務づけられることになっ
たほか，不法投棄等の違法行為に対する罰則がきぴしくなり，罰金も大幅
に引き上げられた。 1S014001においては，廃棄物の収集運搬や処分に関す
る「委託契約」に基ずいて，適正に処理・処分を実施することが要請され
ている。さらに．認証取得審査に際しては，「特別管理産業廃棄物管理責任
者」の設置と，それに伴う地方自治体への「設置報告」や「特別管理産業
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廃棄物処理実績報告」などの書類提出を求められることがある。
③ リサイクル法と容器包装リサイクル法
1991年に公布された「再生資源の利用の促進に関する法律」は，通称「リ
サイクル法」と呼ばれ，事業者に対する措置により，廃棄物を減じること
を目的としている。リサイクルの対象は， a特定業種に関するもの（古紙，
カレット，土砂・コンクリート） b第一種指定製品（自動車，テレビ，冷
蔵庫など） C第二種指定製品（アルミニュームや鉄のカン飲料） d指定副
産物（鉄鋼スラグ，石炭灰，土砂など）に分けられている。
また， 1995年に公布された「容器包装に係わる分別収集及ぴ再面品化の
促進に関する法律」は，通称「容器包装リサイクル法」と呼ばれ，廃棄物
の適正処理と資源の有効活用を目的としている。住民は容器包装の分別排
出に協力し，市町村は分別収集を行い，企業はそれらの容器包装を再商品
化するという仕組みを作るものである。
しかしながら，この方法では廃棄される容器包装の量を減じることは難
しく，またリサイクルはリユースとは異なり，資源を浪費し，コストの低
減が計りにくい。 ドイツ・フランスで行われているように， リュースを基
調とし，使用済みの容器の回収は，市町村が国民の税金によって行うので
はなく，メーカーの費用負担で，製造業者に回収を義務づけることによっ
て，はじめて廃棄される包装容器の総量を減らすことが可能になる。なぜ
ならば，メーカーが自らの費用で回収する場合には，そのコストを減らす
ために，廃棄容器の総量を減らそうとするインセンティブが作用するから
である。また，過剰包装についても抑制努力義務のみであって，規制措置
が講じられていない。現在のリサイクル法は，他の多くの環境法令と同様，
メーカー・サイドにたった中央省庁の姿勢が見受けられるのはまことに遺
憾である。
④ 家電リサイクル法
1998年5月に「特定家庭用機器再商品化法」（通称「家電リサイクル法」）
が成立し， 2001年度から施行される。テレビ，冷蔵庫，洗濯機，エアコン
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の四品目が当面の対象となる。メーカーや輸入業者に製造した製品の引き
取りとリサイクルを義務づける制度で，必要な費用はメーカーが製品ごと
に決め，引き取る際に消費者から徴収できる。製品には不法投棄を防ぐた
めの管理票がつけられる。市町村は，補完的な収集とメーカーなどへの引
渡しのほか，あらかじめ指定した指定法人でリサイクルを実施する。
⑤ 省エネルギー法
1979年6月に公布された「エネルギー合理化に関する法律（省エネ法）」
は，「内外におけるエネルギーをめぐる経済的・社会的環境に応じた燃料資
源の有効な利用の確保に資するため，工場，建築物，及び機械器具につい
てのエネルギー使用の合理化に関する所要の措置その他エネルギー使用の
合理化を総合的に進めるために必要な措置を講ずる」ことを目的としてい
る。
この法律は， 1993年の改正によって， aオフィッス・ビルにも工場なみ
の省エネ対策を義務づける， b省エネ義務を怠った企業には罰金を科す，
c指定工場にエネルギーの使用状況報告を義務付ける， d非協力的な企業
には勧告や改善命令を出し，この命令に従わない企業には罰則適用を積極
的に行うことになっている。さらに1998年に改正され，より小さな規模の
事業所・工場にまで範囲が拡大された。
⑥ 地球温暖化対策推進法
1998年4月，「地球温暖化対策推進法」が国会に上程された。京都議定書
では，日本は2010年までに温室効果ガス 6%削減することを約束したが，
これを実現するための法律である。環境庁の索案では，事業者の炭酸ガス
(CO2)などの排出量と抑制計画の知事への報告と公表義務，知事の勧告規
定があったが，通産省の抵抗で消え，努力目標となった。市町村の抑制計
画も努力規定となった。
⑦ 環境影響評価法
1997年6月に「環境影響評価法」が公布された。大規模な開発事業等の実
施前に，事業者自らが環境影響について評価を行い，環境保全に配慮する
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仕組みを定めるもので，環境悪化を未然に防止し，持続可能な社会を構築
していくことに寄与することを目的としている。対象となる事業(14事業）
は，道路，ダム，鉄道，飛行場，発電所など規模が大きく環境に著しい影
響を及ぼすおそれがあり，かつ，国が実施または許認可等を行うものとさ
れている。この法律の手続きでは，「住民等の意見」は，環境影響評価の実
施方法の案が出され，これが決定されるまでの間と，環境影響評価の準備
書が作成された後，環境影響評価書が作成されるまでの間に聴取されるこ
とになった。これまでは事業計画がほぼ固まった段階でアセスメントの手
続きが始まるために，住民の意見が事業に反映されにくかったが，本法の
制定によりそれが改められた。すでに環境影響評価制度を持つ自治体も多
く，法律よりも進んだ内容をもっているものが少なくない。
六環境マネジメント監査
環境マネジメント・システムにおいては，より綿密な監視と監査がおこ
なわれる。環境マネジメント監査をリスクマネジメントにおける監視と比
較するとともに，環境マネジメント監査の利点について述べ，さらに環境
マネジメント監査にはどのような種類があるかについて記し，最後に監査
の手順について述べよう。
(1)環境マネジメント監査とリスクマネジメントにける監視との比較
リスクマネジメント・サイクルにおいては， リスクマネジメント計画を
策定し，それらの計画を実施した後，必ず監視を行いあるいはその結果を
検討することによって，次のリスクマネジメントの手順を実行するための
参考に供することが要請される。
環境マネジメントにおいては， IS014001の一環として，監査を行うこと
が要請されている。 POCAサイクルにおいて "C"すなわちチェックの重
要なステップとしての監査が環境マネジメント・システムの一部をなして
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いる。この監査は外部の専門家に依頼することも可能ではあるが，企業内
の環境監査員によって行われるのが一般である。この監査は「内部監査」
とよばれ，省エネルギーやリサイクルなどの活動状況の中身を監査するパ
ーフォーマンス監査と合わせて実施されることも可能である。
一方，環境マネジメント・システムにおいては審査登録制度があり，審
査登録機関が行う審査は， 1S014001に基づいた環境マネジメント・システ
ムを構築した企業から規格適合性の認証を求められた場合に実施されるも
のである。審査は，規格および規格に関連した監査基準に対比して，当該
企業の環境マネジメント・システムが適合しているか否かを判定するもの
である。1S014011および1S014012において，環境監査の指針として監査手
順ならぴに監査員の資格基準が規定されている。
このように， リスクマネジメント手順における監視は，単なる内部的な
チェックに止まっているのに対し，環境マネジメント・システムにおいて
は，内部監査と外部の審査が厳重な手続きの下に実施されるという点が大
きく異なる。
(2)環境監査の利点
1S014001の環境マネジメント・システムの一環として実施される内部監
査を中心に監査の利点を挙げると次の通りである。
① 環境マネジメント・システムの継続的改善………環境マネジメン
ト・システムの内部環境監査は，環境マネジメント・システムの継
続的改善を目的として行われる。
② 環境パーフォーマンスの評価………マネジメント・システムの監
査にあわせて，直接，環境パーフォーマンスの監査を行い，その達
成状況を評価し，改善の提言ができる。
③ 環境リスクの軽減………遵法や事故防止に重点を置いた監査を実
施することにより，法違反や事故による刑事上，民事上の責任を負
うというリスクを回避ないし，軽減することが可能となる。
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④ 環境に対する関係者の関心………環境にかかわる業務の範囲はひ
ろく，監査員あるいは被監査側として多くの人達が監査に参加する
ことになり，環境に対する関係者の関心を高めることができる。
⑤ 社会的信頼性………厳格な内部監査を行っていることにより，社
会的信頼が得られるが，第 3者審査による認証取得を得ることによ
り，環境マネジメント・システムの継続的改善や社会的信頼性が得
られるという大きな利点が期待できる。
(3)環境監査の種類
監査は，監査の対象目的によって種々のタイプがある。その主なものを
掲げると次の通りである。
① 環境マネジメント・システム監査………環境マネジメント・システ
ムの適切な運営を目的とした監査で， 1S014001の規格には，マネジメ
ント・システムの一環として内部監査を規定している。 1S014001規格
の認証取得をする場合に，審査登録機関が行う審査も環境マネジメン
ト・システム監査の 1つである。
② 遵法性監査………法規適合性の確認を目的としたもので，法規が遵
守されているかどうかの事実を確認するだけでなく，法規を遵守する
ためのマネジメント・システムや必要な対策が講じられているかどう
かについても監査を行う。
③ 環境リスク監査………リスクマネジメントでいうところの責任リス
クの回避，軽減を目的とする監査で，潜在的な環境リスクを抽出し，
事故発生の可能性，事故による損害の予測，対策費用の見積もり等を
行い，事故の未然の防止を図る。
④ エネルギー監査，廃棄物監査………エネルギーや廃棄物の適切な管
理を目的とした監査で，省エネルギーや廃棄物の減量化などの，管理
目標に対する成果と改善点を監査する。
⑤ 不動産取得監査……•••取得を検討している土地や建物について，環
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境汚染の有無をあらかじめ確認する。壁面におけるアスベストの使用
の有無などもその対象になる。
(4)環境マネジメント・システム監査の手順
1S014001に規定されている監査の手順は「監査の計画」「監査の実施」
「監査後の活動」の 3つの段階に分けられている。
① 監査の計画………計画段階で，監査の目的，範囲を明確にし，監査
チームの編成，情報の収集，チェック・リスト等の作業文書の作成な
どについて具体的な準備をすすめる。
② 監査の実施………監査計画にしたがって，監査がすすめられる。文
書の閲覧，インタービュー，現場観察，記録・データの確認などを行
ぃ，具体的な監査証拠を収集評価し，検証し，監査基準との適合，不
適合を判定する。
③ 監査後の活動………監査結果を評価し，監査報告をまとめ，依頼人
に報告する。改善事項の提案を行うこともあり，必要に応じてフォロ
ー・アップする。
七むすぴ
現在人類が直面している環境問題においては，企業経営や個人生活とい
うレベルを超越して，人類が地球上で生存できるかどうかという大問題に
直面している。しかも，その危機は，遠い将来の話ではなく， もう目先に
近づいているといわれる。これらの影響は，従来の公害問題のようなエン
ド・オプ・パイプ型ではなく，各企業や各個人が排出する，個々には微量
な排出物が複合作用を起こして，全人類の上に環境汚染として襲いかかろ
うとしている。環境問題は環境学として， リスクマネジメントとは別の範
疇の学問分野で研究が進められるべきであるという思考方法もあるが，事
態がここまで差し迫って来た以上は，そのような悠長な論議を交わす暇が
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ない。なぜならば，人類の生存なくしては，個人生活の幸せも，健全な企
業経営もあり得ないからである。
本論文では，まず，ローマ・クラプの『成長の限界』が契機となった環
境問題に対する国際的な取組みについて概観した。そして，世界共通の管
理手法となった環境マネジメント・システム (IS014000)の基本概念と規
格の内容およびその実施の効果について述べた。 IS014001規格による環境
マネジメント・システムの最大の特徴は，経営者が定めた環境方針(Policy)
を実行，推進するためのプラン (Plan), ドウ (Do),チェック (Check),
アクション (Action)のPOCAサイクルによるシステムの継続的改善を図
ることにある。そして，環境マネジメント・システムが従来のリスクマネ
ジメント手法と異なる点は， トップ・マネジメントの参画である。環境マ
ネジメント・システムにおいては，これを運用し，継続的改善を図る推進
力は，経営層であり， トップ・ダウンで実行されなければならない点であ
る。このことは，従来の日本的経営における稟議制度を中心とした集団的
意思決定方式とは異なる。経営者は環境問題に対する取組みの理念と方向
をみずから決定した上，内外に向けた約束事としてこれを公表し，その実
現につとめなければならない。次に環境マネジメント・システムにおける
重要な利点は，全員参加の体制がとられるという点である。リスクマネジ
メントにおいては，リスク・マネジャーが主としてこれを担当し，リスク・
マネジャーを中心に実行されるのが一般で，全員参加の体制がとられるこ
とはほとんどない。環境マネジメントにおいては，全員参加は必要条件で
あり， リスクマネジメントにおけるよりも，逼かに強く要請される。 トッ
プ・マネジメントの主導のもとに，全従業員が環境マネジメントに取り組
まなければならない。環境担当部署がもっぱら担当していた場合と比較し
て，企業全体のパーフォーマンスが向上する。
次に，本稿では法規制への対応について述べた。リスクマネジメントに
おいても企業が法律違反による賠償責任リスクの発生を防止することは，
非常に重要な課題であり， リーガル・リスクマネジメントとして，その対
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策が講じられる。環境マネジメント・システムにおいても，「遵法」が強く
求められており，企業や組織は，環境基本法やその関連法令ならぴにこれ
らの法令に基づく県や市等の自治体が制定する条例等を熟知しておく必要
がある。廃棄物処理法， リサイクル法，容器包装リサイクル法，地球温暖
化対策推進法等のわが国の環境関連法令に関し，その生成発展と現状につ
いて述べ，環境基本法と関連法について論じた。
最後に，環境マネジメント監査について述べた。環境マネジメント・シ
ステムにおいては， リスクマネジメントにおけるよりも，より綿密な監視
と監査がおこなわれる。すなわち， リスクマネジメント手順における監視
は，単なる内部的なチェックに止まっているのに対し，環境マネジメント・
システムにおいては，内部監査と外部の審査が厳重な手続きの下に実施さ
れるという点が大きく異なる。環境マネジメント監査をリスクマネジメン
トにおける監視と比較するとともに，環境マネジメント監査の利点につい
て述べ，さらに環境マネジメント監査にはどのような種類があるかについ
て記し，最後に，監査の手順について述べた。
本稿で筆者が特に強調したかったのは次の点である。すなわち， リスク
マネジメントにおいては，そのプロシージャーにおいて， リスク・コント
ロールの手段のほかに， もう 1つの有力な手段として， リスク・ファイナ
ンシング手段を用いることが可能である。しかし，環境マネジメント・シ
ステムにおいては， リスク・ファイナンシング手段は適用できないので，
リスク・コントロール手段のみにすべてが託される。したがって，リスク・
コントロールが極めて重大な手段となり，環境マネジメント・システムの
各管理手法において，適正かつ正確なリスク・コントロール手段の適用が
強く要請されるということである。紙数の関係もあり，十分に意を尽くせ
なかった点については今後の研究で補う所存である。
